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１．重点的に取り組むべき課題について

第8回 推進会議 資料8より

課 題 官・民 取 り 組 み 内 容 今 回 会 議 資 料

１．普及推進に向けた動機付け・インセンティブ

第8回 推進会議 資料8より

①活用工事 官 活用工事の見通しと継続的な活用
資料１ P.３～４，６～１０，３０～３１
(平成22年8月2日付け通達文書)

②積算基準 官 情報化施工用機器費等の調達費用の計上
資料１ P.３～４
(平成22年8月2日付け通達文書)

③活用時のインセンティブ 官
工事成績評定の加点
総合評価における優遇措置

資料１ P.３～４，P.２４～２７，３２～３３
(平成22年8月2日付け通達文書)

④導入効果 官・民 導入効果の定量的な評価と周知 資料１ P.１１～２３

２．導入環境の整備

①監督・検査、施工管理基準の整備 官 監督・検査要領、施工管理要領の策定 資料２ P.４～６

②データ流通の円滑化 官・民 発注者からの設計データの提供 資料２ P.７～９

③人材育成 官・民
発注者の人材育成
民間会社等の人材育成（資格制度）

資料２ P.１０～１２

情報化施 技術 機器等３．情報化施工技術・機器等

①普及促進する技術 官
MC/MGブルドーザ、MGバックホウ
TS・GNSS締固めなど

資料１ P.３，６～１０

②機器類の調達環境の改善 官・民 機器・システム等の台数の増加 資料１ P ４０～４１
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②機器類の調達環境の改善 官・民 機器・システム等の台数の増加 資料１ P.４０～４１

③機器類の改善 官・民
建設機械へのアタッチメント化
（取り付けの簡便化）

資料２ P.１３



①要領策定の目的

２．１ TS・GNSS締固めとTS出来形（舗装）の要領について

情報化施工技術を標準的な施工・施工管理手法として位置付けるためには、情報化施工による得
られる施工データに対する工事発注者、施工者の共通理解と、情報化施工に対応した施工管理手
法（取り扱いに関する共通ル ル）が必要であり そのため要領を策定する

①要領策定の目的

監督・検査要領･･･工事発注者（監督・検査職員向け）に、実施項目を示したもの
施工管理要領･･･施工企業向けに、基本的な取り扱い方法や計測方法、手順を示したもの

法（取り扱いに関する共通ルール）が必要であり、そのため要領を策定する。

ＴＳ･ＧＮＳＳによる締固め管理技術ＴＳ･ＧＮＳＳによる締固め管理技術

②監督・検査要領、施工管理要領を策定・改訂する情報化施工技術

オペレータ用

のモニター 【技術概要】
ＴＳやＧＮＳＳ（衛星測位技術）を用いて、締固め機械(ブル
ドーザ、振動ローラ等)の位置情報をリアルタイムに把握・記

作業履歴・状況
を表示

ＴＳを用いた出来形管理技術ＴＳを用いた出来形管理技術

録し、締固め回数等の作業履歴・状況を表示することで、盛
土の品質確保を図る技術。

ＴＳを用いた出来形管理技術ＴＳを用いた出来形管理技術

【技術概要】
盛土や切土、あるいは表層、基層などの設計データを作成
し ＴＳに搭載することで 現場でＴＳにて計測した値との差
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し、ＴＳに搭載することで、現場でＴＳにて計測した値との差
分が簡便に把握でき、現場作業（丁張り設置や出来形の確
認など）の効率化を図る技術。



③監督 検査 領 施 管 領 策定 改訂 経緯

２．１ TS・GNSS締固めとTS出来形（舗装）の要領について

③監督・検査要領、施工管理要領の策定・改訂の経緯
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情報化施工推進戦略

策定（関東地整版の策定）

④今後の展開について

（注）新規策定・改訂した要領は、平成24年4月以降の発注工事で適用する予定である。

・第8回 情報化施工推進会議資料9における課題について、「３－１ ＴＳ/ＧＮＳＳ締
固め管理の基準・要領の策定 （厚さ管理の導入）」については、厚さ管理の導入
を検討する。

5

を検討する。
・「３－２ 舗装工のTS出来形管理の基準・要領の策定」については、厚さ、平坦性

管理の導入を検討する。



２．２ GNSSの出来形管理への活用について

①GNSS活用の目的①GNSS活用の目的

以下に代表される技術的特徴があり、民間から活用要望があるため、出来形管理における活用を検討する。
• 一つ基準局に対して、複数の移動局で観測が可能であること
• 天候や昼夜など関係なく計測可能であること

特殊な計測技術が 要無 と（操作が簡単な と） 参考と 技術的特徴を掲載

②現場試行アンケート結果

衛星の配置等により、計測する時間帯が異なるだけで計測値が変化するため、出来形計測値の再現性
がなく また 計測値振れ幅（±3 ）が 土工の規格値（±5 ）に対して大きすぎる

• 特殊な計測技術が必要無いこと（操作が簡単なこと） ※参考としてP.16にGNSSの技術的特徴を掲載

がなく、また、計測値振れ幅（±3cm）が、土工の規格値（±5cm）に対して大きすぎる。

③GNSSの測量実験結果

グラフは、移動局を固定して１２時間計測したうちの６時間の計測結果であり、平面方向で±２ｃｍ程度、
鉛直方向 程度 ダムなばら きが生じる とがわ た
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鉛直方向で±３ｃｍ程度のランダムなばらつきが生じることがわかった。

※鉛直差異は10秒毎の平均値をプロットしたもの
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計測精度に対して規格値が十分に大きい工種で活用を検討する。

④今後の検討の方向性について

※鉛直差異は10秒毎の平均値をプロットしたもの。



３ 設計データの流通環境の整備について

①調査方法と目的

情報化施工（TS出来形管理）に必要な3次元設計データ作成について、その実態と課題を明らか
にするため、「発注者より３次元設計データを提供する工事」と「施工者が発注図書を利用して３次元
設計データを作成する工事」についてヒアリング調査を行う。

①調査方法と目的

以下の工事を対象にヒアリング調査を行った。

試験施 種別
発注者から３次元設計データ 施工者が発注図書を利用して

②調査対象工事とヒアリング項目

試験施工種別
発注者から３次元設計デ タ

を提供する工事
施工者が発注図書を利用して

３次元設計データを作成する工事

工事記号 Ａ工事 Ｂ工事 Ｃ工事 Ｄ工事 Ｅ工事

工事

工種 河川土工 河川土工 河川土工 河川土工 道路土工

施工内容 築堤盛土 築堤盛土 築堤盛土 築堤盛土 路床盛土工事
概要

施工内容 築堤盛土 築堤盛土 築堤盛土 築堤盛土 路床盛土

対象施工量
（延長）

約30,000m3

（約600m）
約40,000m3

（約60m）
約30,000m3

（約200m）
約40,000m3

（約100m）
約2,000m3

（約600m）

参加競争資格 一般土木Ｃ 一般土木Ｃ 一般土木Ｃ 一般土木Ｃ 舗装Ａ

来 管
施工者

ＴＳ出来形管理
の活用経験

無し 無し 無し 無し 無し

情報化施工の
ﾃﾞｰﾀ作成経験

無し 無し 無し 無し 無し

設計コンサルタ 設計コンサルタ

データ
作成者

作成者 設計コンサルタ
ント（大手）

設計コンサルタ
ント（大手）

施工者 施工者 施工者

情報化施工の
ﾃﾞｰﾀ作成経験

無し 無し － － －

ヒアリング対象者 発注者・設計コンサルタント・施工者 施工者ヒアリング対象者 発注者 設計 ンサルタント 施工者 施工者

ヒアリング項目

貸与された３次元設計データの工事
への活用状況

３次元設計データ作成の手順
３次元設計データ作成時の作業内容について
作業負担軽減のために発注者から提供してもらいたいデー
タについて
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３ 設計データの流通環境の整備について

■発注者から３次元設計データを提供する場合（ヒアリング対象者：発注者、設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、施工者）

１ 提供された３次元設計デ タを上手く活用できた点

③ヒアリング結果概要（その１）

１．提供された３次元設計データを上手く活用できた点

• 発注図の修正も少なく、工事目的物の形を再現している３次元設計データが提供されたの
で、軽微な修正だけで利用できた（Ａ工事の施工者）。

２ 提供された３次元設計データを上手く活用できなかった点２．提供された３次元設計データを上手く活用できなかった点

• 対象工事の形状は堤防法線に並行しない構造物であるが、発注図が堤防法線に直交する横
断図であり、それに基づいて作成された３次元設計データが工事目的物の３次元形状を再現
できておらず活用できなかった（Ｂ工事の施工者）。できておらず活用できなか た（ 事 施 者）。

３．その他の課題

• Ａ工事では上手く活用できたが、当該工事の範囲や完成形状（暫定形を含む）と出来形管理
箇所が確定した後に作成する方が施工者は利用しやすい（Ａ工事の設計コンサルタント）。

• 設計コンサルタントから納品された３次元設計データを確認するソフトが必要である（Ａ、Ｂ工
事の発注者）。

• 図面の照査に加えて３次元設計データの照査作業が必要となる（Ａ工事の施工者）。

※ 個別現場の詳細データは、P.１８～P.１９に掲載
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３ 設計データの流通環境の整備について

■施工者が発注図書を利用して３次元設計データを作成する場合（ヒアリング対象者：施工者）
１ ３次元設計データ作成の手順

③ヒアリング結果概要（その２）

１．３次元設計データ作成の手順

• ①図面と現場状況の整合を図った後に、②当該工事の出来形寸法値の算出し、③ＴＳ
出来形ソフトへのデータ入力する。なお、①、②の作業はＴＳ出来形の実施に関係なく
行う作業である。（Ｃ、Ｄ、Ｅ工事の施工者）。行う作業である。（ 、 、 事 施 者）。

２．３次元設計データ作成時の作業内容について

• ③ＴＳ出来形ソフトへのデータ入力は１日もかからない（Ｃ、Ｅ工事の施工者）。 ＴＳ出来
形と丁張りの準備計算に用いるソフトウェアが共通で作業手間も変わらない（Ｄ工事の
施工者）。

３．作業負担を軽減するために発注者から提供してもらいたいデータについて

• 堤防法線の要素データや座標値を提供して欲しい（Ｃ、Ｄ工事の施工者）。

• 従来どおりの発注図面類は必要である。ただし、図面修正の判断基準となる設計思想、
排水の系統図（流末位置等）も提供して欲しい（Ｅ工事の施工者）。

※ 個別現場の詳細データは、P.２０～P.２２に掲載

④今後の取り組みについて

引き続き発注者から設計データを提供する場合、施工者にて設計データを作成す
る場合を試行し プ調査を実施する
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る場合を試行し、フォローアップ調査を実施する。



４．１ 研修等人材育成の実施状況（発注者側）

①研修等の実施状況とりまとめ（発注者側）

発注者側の人材育成に着目すると、職員研修により全国で延べ1,000人程度に情報化施工を
プログラムに盛り込んだ研修を実施している。なお、出前講座、講習会等も積極的に開催して
おり 延べ14 000人程度に講習を実施している

①研修等の実施状況とりまとめ（発注者側）

年度 H20 H21 H22 H23※ 合計

開催件数 10 34 50 37 131(件)

おり、延べ14,000人程度に講習を実施している。

１．現場見学会

開催件数 10 34 50 37 131(件)

参加人数 427 2124 2355 1799 6705(人)

うち発注者 207 811 759 627 2404(人)

開催件数 2 13 19 20 54(件)
２．職員研修

開催件数 2 13 19 20 54(件)

参加人数 28 311 316 320 975(人)

３．発注者向け講習会、
勉強会

開催件数 3 30 59 22 114(件)
勉強会 参加人数 171 789 1312 605 2877(人)

４．施工企業等向け出
前講座、講習会等

開催件数 2 13 91 53 159(件)

参加人数 282 1201 7709 4756 13948(人)

５．フェア、シンポジウム
開催件数 0 3 6 1 10(件)

参加人数 0 1276 2765 1688 5729(人)

※H23年度は H24 1末現在の集計
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※H23年度は、H24.1末現在の集計



４．１ 研修等人材育成の実施状況（発注者側）

②代表的な職員研修事例（関東地整）②代表的な職員研修事例（関東地整）

研修名 実践研修 情報化施工

研修目的
工事の発注や監督に携る職員に必要な「情報化施工」の実践的な知識の
習得を行う。習得を行う。

対象職員
①土木工事を監督する事務所・出張所係長クラスの職員
②土木工事を発注する事務所係長クラスの職員

研修内容 時間 具体的内容研修内容 時間 具体的内容
情報化施工について 1時間30分 情報化施工全般について

情報化施工に関する要領につ
いて

1時間 情報化施工に関する要領全般について

監督 検 意事 時
情報化施工において監督・検査を実施するにあたっての留意

監督・検査における留意事項 1時間
情報化施工において監督 検査を実施するにあたっての留意
事項

TS出来形管理の仕組み 1時間30分 TS出来形管理の仕組みについて

３Ｄデータの作成実習 1時間30分 TS出来形管理を実施するにあたっての３Ｄデータの作成実習３Ｄデータの作成実習 1時間30分 TS出来形管理を実施するにあたっての３Ｄデ タの作成実習

TSによる測定実習 2時間 トータルステーションを用いた出来形計測実習

座学（概要、要領、監督検査） ３Dデータ作成実習 ＴＳ出来形計測実習
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４．２ 研修等人材育成の実施状況（民間側）

日本建設機械化協会からの報告日本建設機械化協会からの報告

※その他 当協会の支部主催の「情報化施 セミナ 等の参加者が242名

【資格制度の創設に向けた検討】

情報化施工研修会の実績

※その他、当協会の支部主催の「情報化施工セミナー」等の参加者が242名

（平成24年１月末時点）

【資格制度の創設に向けた検討】
・情報化施工研修会実務コースでの試験問題の作成
・効果測定の試行（平成24年度～）
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５． 情報化施工機器の取り付けの簡便化の検討

日本建設機械化協会における検討日本建設機械化協会における検討

１．一部の機種を除き、ＭＣバルブは後付する必要があるが、その作業負担が大。
２ 部の機種を除き 特定のＭＣバルブには 特定のコントロ ルボ クスしか接続できない

①現状・課題

２．一部の機種を除き、特定のＭＣバルブには、特定のコントロールボックスしか接続できない。

１ ベ シン 取り付けたバルブの取り外しを不要とする

②方向性

13

１．ベースマシンへ取り付けたバルブの取り外しを不要とする。
２．同一のバルブへ異なるメーカのコントロールボックスが接続できる。
３．コントロールボックスをバルブへ簡単に着脱できるようコネクタを簡素化する。



６．まとめ

（１）監督・検査要領等の周知と対応について（１）監督 検査要領等の周知と対応について

平成23年度中にＴＳ出来形（土工）、ＴＳ・ＧＮＳＳ締固め、ＴＳ出来形（舗装工）に関する施工管理要領、監督・
検査要領を策定・改訂し、平成24年度より施行する予定である。今後、ＴＳ・ＧＮＳＳ締固め、ＴＳ出来形（
舗装工）については、厚さ管理や平坦性管理の適用を検討する。

ＧＮＳＳの出来形管理 の活用について ＧＮＳＳの計測値のばら きは土工の出来形の規格値に対しＧＮＳＳの出来形管理への活用について、ＧＮＳＳの計測値のばらつきは土工の出来形の規格値に対し
ては大きく、直ちに活用することは難しいが、出来形の規格値が十分に大きい工種では活用の可能性
があり、そのような工種での活用を検討する。

（２）設計データの流通環境の整備について

発注者（設計コンサルタント）から施工者に設計データを渡す場合、施工者にて出来形管理箇所の再設定
が必要となる場合や、施工者による設計照査の結果、設計データを作り直す場合が見られるなど課題があ
ることがわかった 施工者にて設計データを作成する場合 施工者が設計照査後に行う設計データ作成ることがわかった。施工者にて設計デ タを作成する場合、施工者が設計照査後に行う設計デ タ作成
に要する手間は、丁張り準備計算に要する手間と変わらないものと考えられる。

試行件数が少ないため引き続きフォローアップ調査を実施し、情報化施工用設計データの作成のあり方に
ついて検討する。

（３）研修等人材育成について

地方整備局等による職員向けの研修・講習会、（社）日本建設機械化協会の研修などにより、官民ともに人材
の育成を進めており 既に推進戦略の重点目標である1 000名を超える技術者が情報化施工に関する研修・の育成を進めており、既に推進戦略の重点目標である1,000名を超える技術者が情報化施工に関する研修
講習会を受講している。

民間側にて資格制度の創設に向けた検討を開始されている。

14
（４）情報化施工機器の取り付けの簡便化について

民間側にて現状の課題を整理しており、引き続き取り付けの簡便化について検討されている。



参考資料参考資料
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（参考） GNSSの仕組み、TSとの違いについて

ＴＳ RTK-GNSS

概要
ＴＳとプリズムまでの距離と角度による

次元座標 算出
地球規模での緯度経度による３次元座
標 算出

TSとRTK-GNSSの違いRTK-GNSSの仕組

概要
３次元座標の算出 標の算出

計測距離の制限
３級ＴＳ＝100ｍ
２級ＴＳ＝150ｍ

規定無し
（無線通信能力上、500～1,000ｍ程度）

計測精度
水平方向：±20mm
鉛直方向：±10mm

水平方向：±20mm
鉛直方向：±30mm鉛直方向：±10mm 鉛直方向：±30mm

視通の確保 必要 不要

天候の影響 雨、霧に弱い 無し

精度の安定性 安定 衛星配置等で変化

考慮すべき要因 視通の確保 用地境界外の木々 高圧線考慮すべき要因 視通の確保 用地境界外の木々、高圧線

RTK-GNSSの主な利点
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【改善の方向性】

（参考）情報化施工用設計データの流通環境整備ロードマップ（案）

第8回 推進会議資料 再掲

・情報化施工を活用するには、２次元データを情報化施工用データ（３次元データ）に変換する必要
（従来、施工業者が手入力で変換したものは、発注者が変換し、施工業者に貸与することとする。）

【改善の方向性】

詳細設計（コンサルタント）成果
（発注者より貸与）

施工業者による作業 情報化施工の実施
従来

図面から読み取り デ タ手入力

情報化施工
実施工事

ＴＳ出来形管理

図面から読み取り、データ手入力

データ形式 2次元ＣＡＤ図面
（印刷した紙の情報からデータを

受注者が手入力し３次元データに変換）

マシンコントロール
マシンガイダンス

詳細設計（コンサルタント）成果
（発注者より貸与）

貸与された設計データをそのまま利用 速やかな情報化施工の実施

22年度以降

（発注者より貸与）

情報化施工
実施工事
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データ形式 2次元ＣＡＤ図面

情報化施工用データ（３次元データ）を
発注者が変換し、施工業者に貸与 ＴＳ出来形管理

マシンコントロール
マシンガイダンス



（参考）発注者から３次元設計データを提供（Ａ工事）
利用 る タ

堤防法線

■現場概要
工種 河川土工（約 ） 堤防法線工種：河川土工（約30,000m3）
施工内容：新規の築堤工事（延長：約600m）

■ヒアリング対象者
①設計コンサルタント（データ作成者）

A工事の完成イメージ

①設計コンサルタント（データ作成者）
情報化施工の経験：無し

②発注者（データ提供者）
③施工者（データ活用者）
ＴＳ出来形の活用経験：無し

無

施工前 施工後

その他の情報化施工経験：無し

■ヒアリング結果
１．データ作成者（設計コンサルタント）
• 図面の寸法をデータ入力するだけなので難しくない ただし 道路工事では側

A工事で提供された３次元設計デ タ

• 図面の寸法をデ タ入力するだけなので難しくない。ただし、道路工事では側
溝などの構造物が多く、作成する変化点が増加するので作成手間が多くなると
思う。

• 当該工事の範囲や完成形状（暫定形を含む）と出来形管理箇所が確定した後
に作成する方が施工者は利用しやすいと思う。

２ 発注者（デ タ提供者）

提供された
３次元設計データ

A工事で提供された３次元設計データ２．発注者（データ提供者）
• 作成した３次元設計データと発注図に相違がないこと確かめるためには、ＣＡＤ

とＴＳ出来形ソフトが必要である。
３．施工者（データ活用者）
• 当該工事の完成形状（土工部）と図面形状（最終堤防の形）が一致していたの

：出来形管理箇所

全ての変化点が出来
形管理箇所に設定

で利用できた。
• 図面の照査後に、当該工事の出来形寸法値を図面から算出し、提供された３次

元設計データの入力値（チェックシート）と比較して間違いが無いことを確認した。
形の修正は必要が無かったが、出来形管理箇所の設定は全て現場で修正した。

• ３次元設計データの作成は 横断形状の修正は施工者でも十分できると思う

修正前

施工管理が必要な箇所だ
けに修正
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３次元設計デ タの作成は、横断形状の修正は施工者でも十分できると思う。
全て自分で作成することは不安が多い。

• ３次元設計データの内容確認や修正の為に、ソフトウェアへの慣れと習熟は必
要である。 A工事での出来形管理箇所の設定修正

修正後



（参考）発注者から３次元設計データを提供（Ｂ工事）

■現場概要 NO 70NO 69NO 68■現場概要
工種：河川土工（約40,000m3）
施工内容：高規格堤防整備工事（約60m）

堤防法線

NO.70NO.69NO.68

■ヒアリング対象者
①設計コンサルタント（データ作成者）
情報化施工の経験：無し

②発注者（データ提供者）
③施工者（データ活用者）

施工前 施工後

点線：発注図（横断図）の作成箇所

Ｂ工事の完成イメージ

③施工者（デ タ活用者）
ＴＳ出来形の活用経験：無し
その他の情報化施工経験：無し

■ヒアリング結果 完成形状を再現できていない

（堤防法線に直交する断面方向）

１．データ作成者（設計コンサルタント）
• 図面の寸法をデータ入力するだけなので難しくない。
• 現状のルール（堤防法線に直交する横断図を作成）どおりのデータを入力したが、当該

工事の盛土形状を再現できなかった。
２．発注者（データ提供者）

完成形状を再現できて な

NO.70NO.69NO.68

２．発注者（デ タ提供者）
• 作成した３次元設計データと発注図に相違がないこと確かめるためには、ＣＡＤとＴＳ出

来形のソフトウェアが必要である。
３．施工者（データ活用者）
• 提供された３次元設計データは当該工事の完成形状（土工部）を再現していないため利

用できなかった 本工事の様に堤防法線に並行しない構造物は 現状のル ル（堤防用できなかった。本工事の様に堤防法線に並行しない構造物は、現状のルール（堤防
法線に直交する横断図を作成）に基づいて作成された３次元設計データでは活用でき
ない。

• 全ての変化点が出来形管理点と設定されており、施工段階で不要な箇所を削除する必
要がある。

算 線

現状のルール（堤防法線に直交する横断
図を作成）に基づいて作成した３次元設計
デ タ(イメ ジ)
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Ｂ工事で提供された３次元設計データ
のイメージ

• 本工事の様な場合は平面図から法肩の位置座標を算出し、法面の法線方向に施工用
の横断図を作成する。必要があれば設計変更協議を行う。

• 提供されるデータが丁張り設置に使えるデータとなれば効果がでると思う。

データ(イメージ)



（参考）施工者が３次元設計データを作成（Ｃ工事）

■現場概要■現場概要
工種：河川土工（約30,000m3）
施工内容：築堤工事（約200m）

■ヒアリング対象者
①施工者（一般土木Ｃ）
ＴＳ出来形の活用経験：無し
その他の情報化施工経験：無し

■ヒアリング結果■ヒアリング結果
１．３次元設計データ作成の手順
• 堤防法線の確定（監督職員の立会い確認）後に横断測量を行った。横断方向が

変わったため、設計図書の横断図とは異なる横断方向の図面作成と設計変更協
議を行った。 施工前

• 図面の修正後、出来形寸法値をCADから算出し、TS出来形ソフトにデータを入力
した。

２．３次元設計データ作成時の作業内容について
• 堤防法線の確定（監督職員の立会い確認）から変更協議までの作業は、ＴＳ出来

施工前

堤防法線の確定（監督職員の立会い確認）から変更協議までの作業は、ＴＳ出来
形（土工）の実施に関係なく行う作業である。

• データは丁張り設置作業に必要なデータと同じであり、ＴＳ出来形ソフトへの入力
作業は１日もあれば十分である。1、2度実施すれば馴染むことができると思う。

３ 作業負担軽減のために発注者から提供してもらいたいデータについて

提供された

３．作業負担軽減のために発注者から提供してもらいたいデータについて
• 設計図書の図面は設計仕様であるので、設計照査により現場施工可能な図面を

作成するのが当然と思っている。
• 堤防法線の座標値を提供してもらえればデータ作成は容易になると思う。
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提供された
３次元設計データ

Ｃ工事の現場状況（写真）

施工後



（参考）施工者が３次元設計データを作成（Ｄ工事）

■現場概要■現場概要
工種：河川土工（約40,000m3）
施工内容：既設堤防の腹付け盛土（約100m）

■ヒアリング対象者
①施工者（一般土木Ｃ）
ＴＳ出来形の活用経験：無し
その他の情報化施工経験：無し

グ結■ヒアリング結果
１．３次元設計データ作成の手順
• 設計照査により図面の不整合を修正後、出来形寸法値をCADを用いて算出し、

TS出来形ソフトにデータを入力した。
施工前

２．３次元設計データ作成時の作業内容について
• 設計照査を元に堤防法線の線形データを修正する作業は、ＴＳ出来形（土工）

の実施に関係なく行う作業である。
• 発注図の堤防法線（作図上の法線）と工事目的物の堤防法線が違う箇所があ

り横断図を修正した ＴＳ出来形を実施しなければ修正しなかったと思うり横断図を修正した。ＴＳ出来形を実施しなければ修正しなかったと思う。
• データ入力は丁張り計算と同じソフトウェアでデータも共通なので手間と思わな

い。
• 施工管理要領の記述に基づいて施工計画書に３次元設計データを添付する

必要があると認識したため、図面修正、基本設計データ作成が完了するまで
事に着手 きなか た

提供された
３次元設計データ

工事に着手できなかった。
注）施工管理要領では出来形管理の実施前までに基本設計データを提出す
ることとなっており、基本設計データの提出が工事着手の条件ではない。

３．作業負担軽減のために発注者から提供してもらいたいデータについて Ｄ工事の現場状況（写真）

施工後
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負
• 線形計算を行うための基準となる座標データが不明であったため、測量会社に

依頼して測量を行った。図面修正の根拠となる線形の要素データや始点、終
点などの位置（座標）が必要と思う。



（参考）施工者が３次元設計データを作成（Ｅ工事）

■現場概要■現場概要
工種：道路土工（約2,000m3）
施工内容：アンダーパス部の路床盛土（約600m）

■ヒアリング対象者
①施工者（舗装Ａ）
ＴＳ出来形の活用経験：無し
その他の情報化施工経験：無し

■ヒアリング結果
１．３次元設計データ作成の手順
• 設計照査により図面の不整合の修正や現場での擦りつけ部の詳細を確定した後、

出来形寸法値をCADから算出して、TS出来形ソフトにデータを入力した。

２．３次元設計データ作成時の作業内容について
• 図面と既設構造物の整合性や周辺構造物との擦りつけ部の確定までの作業は、図面と既設構造物の整合性や周辺構造物との擦りつけ部の確定までの作業は、

ＴＳ出来形（土工）の実施に関係なく行う作業である。ほとんどの工事で既設構造
物との擦りつけ部の変更が必要と思う。

• ３次元設計データ作成作業に必要なデータは、ＴＳ出来形の実施に関係なく施工
（丁張り設置作業）に必要なデータである。出来形ソフトへの入力作業は１日も要
しないしない。

３．作業負担軽減のため発注者から提供してもらいたいデータについて
• これまで同様、線形計算書、縦・横断図を提供してもらえば十分と思う。
• 図面修正の判断基準となる設計思想や、排水の系統図（流末位置等）が必要で Ｅ工事の現場状況（写真）
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ある。


